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はじめに

 2020年1月に開催された第38回制度検討作業部会において、非FIT非化石証書の
運用開始に伴う環境表示価値等の取扱いについてご議論頂き、それを踏まえ電力・ガ
ス取引監視等委員会の制度設計専門会合において、小売営業ガイドライン(以降、小
売営業GL)の改正についての議論を行うことになった。

 今般、制度設計専門会合においては、本年度より全ての非化石電源において非化石
証書制度の対象となることを鑑み、需要家・消費者への全ての非化石証書による環境
価値の訴求方法や開示の在り方等について、上記作業部会での整理を踏まえつつ、あ
らためて整理が行われた。

 制度設計専門会合における議論の結果について報告をさせていただく。



２

1.制度設計専門会合における非化石証書全体の環境価値の再整理に関
する内容

（参考）再整理に基づく小売営業GL上の表示例



非化石証書制度の変更点

 2018年5月、「非化石価値取引市場」が創設され、FIT電源に由来する非化石証書（FIT非
化石証書）の取引を開始。

 2020年度より、大型水力等も含め全ての非化石電源が対象となり、本年11月以降、非FIT
電源に由来する非化石証書（非FIT非化石証書）が非化石価値取引市場で取引される予定。

 また、これにあわせて、２種類の非化石証書が取引されることとなる。（再エネ指定あり・なし）
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非化石証書制度の変更点（2020年度）
①FIT以外の非化石電源からも非化石証書が発行されるようになる。
②２種類の非化石証書が取引が開始される。
（これにより、今後は、各小売電気事業者の非化石電源の導入量は、非化石証書の調達量に
よって判断されることとなる。）

これにあわせて小売電気事業者における環境価値
（販売する電気が「再エネ」「CO2ゼロエミ」であること等）

の開示のあり方を再整理することが必要

令和2年9月
第50回制度設計専門会合資料より抜粋
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今回の小売営業GL改定に当たっての視点

 今回の非化石証書制度の変更により、次のように大きな変化が生じる。
① 複数の種類の非化石証書が流通

再エネ指定証書のみが流通 ⇒ 再エネ指定と指定なしという2種類の証書が流通
② 非化石価値の全量証書化

従来は、再エネ電源(例.水力電源)の電気をPPAで調達することで併せて環境価値も入
手できていたが、今後は別途非化石証書の調達・使用が必要となる。これに伴い、再エネ
電源の電気を調達しながら非化石証書を使用しない場合の表示・訴求をどうするかと
いった、新たな問題が発生（いわば、「抜け殻」の再エネ電気の問題）。

 このように、様々な電源種の電気に対して、異なる種類の証書を使用する(又は証書を使用しな
い)という形でバリエーションが多数生ずるため、小売電気事業者が電力メニュー等で、消費者・
需要家に対して表示・訴求する際（「再エネ100％メニュー」等）、分かりやすく、誤認を招かな
いよう、どのように全体を整理するかが課題となる。

 また、RE100の動きなど、国際的な動きとの整合性についても留意が必要となる。

令和2年9月
第50回制度設計専門会合資料より抜粋



「再エネ電気」等の表示・訴求のあり方

 今後、需要家における再エネに対する関心の高まりなどを背景に、小売電気事業者が再エネ由来
の電気であること等を訴求するケースが増加すると考えられる。

 新たな非化石証書制度により、小売電気事業者は非化石証書（再エネ）を購入することによ
り、実質的に再エネ電気を調達していることとされるが、証書と電気の調達方法の組み合わせは多
数のバリエーションがあり得ることから、再エネであること等の訴求においては、消費者・需要家に誤
認を招かないようにすることが求められる。

 例えば、以下のようなケースにおいて、どのような表示・訴求が望ましいか、また問題となるか、整理
することが必要。

 この点、資源エネルギー庁の制度検討作業部会（2020年1月）では、再エネ及びCO2ゼロエミ
の訴求内容について、次頁・次々頁のとおり整理された。
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非化石証書と電源調達の組み合わせの例
① 再エネ指定証書＋水力(非FIT)の電源
② 再エネ指定証書＋FIT電気
③ 再エネ指定証書＋化石電源
④ 再エネ指定証書＋JEPX調達
⑤ 指定なし証書＋化石電源
⑥ 指定なし証書＋JEPX調達
⑦ 水力(非FIT)の電源 （非化石証書なし）

令和2年9月
第50回制度設計専門会合資料より抜粋



（参考）制度検討作業部会の議論
（非化石証書を活用した際の「再エネ」の訴求についての整理）

 小売電気事業者が調達する電気の再エネとしての価値を訴求する場合、電源と使用する非化石証書の種類
の組み合わせによって、以下のような整理が考えられるのではないか。

 特に、水力などの非FIT再エネ電源の電気に再エネ指定の非化石証書を組み合わせた場合は、電源構成
（特定電源価値）と非化石証書の種類（再エネ指定非化石証書）が一致しており、需要家への誤認を
与える懸念がないことから、従前とおりの訴求内容（例えば、水力・再エネ）を行うことを認めてはどうか。

＜調達する電気が再エネ電気であることを訴求する場合＞

卸電力取引所等
化石電源 FIT電源

FIT電源化石電源
調達する電気の種類（電源構成）

FIT証書

非FIT証書

非FIT証書
指
定
無

再
エ
ネ
指
定

訴求不可

再エネ

（「実質的に」という表
現は不要）

実質再エネ

実質再エネ

実質再エネ 実質再エネ

使
用
す
る
非
化
石
証
書
の
種
類

水力等
非FIT再エネ電源

非FIT
非再エネ電源

非化石（ゼロエミッション）電源

実質再エネ
現行の小売営業GLにおいて既に整理済※

※本資料P.１５「（参考）FIT非化石証書に係る環境表示価値等の取り扱いについて」参

照。

令和2年1月 資源エネルギー庁
第38回制度検討作業部会資料より抜粋
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（参考）制度検討作業部会の議論
（非化石証書を活用した際の「ゼロエミッション」訴求についての整理）

 小売電気事業者が調達する電気のゼロエミッション価値を訴求する場合、電源と使用する非化石証書の種類
の組み合わせによって、以下のような整理が考えられるのではないか。

＜調達する電気がゼロエミッション電源に由来する電気であることを訴求する場合＞

卸電力取引所等
化石電源 FIT電源

FIT電源化石電源
調達する電気の種類（電源構成）

FIT証書

非FIT証書

非FIT証書
指
定
無

再
エ
ネ
指
定

水力等
非FIT再エネ電源

非FIT
非再エネ電源

非化石（ゼロエミッション）電源

実質ゼロエミ
現行の小売営業GLにおいて既に整理済※

ゼロエミ
（「実質的に」という表現は不要）

実質ゼロエミ

使
用
す
る
非
化
石
証
書
の
種
類

※本資料P.１５「（参考）FIT非化石証書に係る環境表示価値等の取り扱いについて」参

照。

令和2年1月 資源エネルギー庁
第38回制度検討作業部会資料より抜粋
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 前記の資源エネルギー庁制度検討作業部会の「再エネ」の訴求内容の整理について、消費者・
需要家の分かりやすさの観点から、以下のような指摘が寄せられている。

(I) 再エネ指定証書＋FIT電気で、「実質再エネ」と表示する点について
 非化石証書の使用により、FITの電源も、化石電源も等しく「実質再エネ」と表現されるの

は、再エネの電源を重視したい需要家からみると、適切とはいえないのではないか。
 FITの電源は再エネの電源であり、「FIT電気＋再エネ指定証書」を「実質再エネ」とするの

は消費者にとって直感的に理解しがたく、「再エネ」と表示できるものとすべきではないか。

(II) 再エネ指定証書＋JEPX調達・化石電源等で、「実質再エネ」と表示する点について
 JEPX調達・化石電源等に再エネ指定の非化石証書を使用して、販売メニュー等で「実質

再エネ」と訴求する点について、需要家・消費者に実際の調達電源が再エネであるかのよう
な誤認を招かない表現とすべき。

 また、上記訴求を行いながら、電源を併せて示さない事業者や、分かりづらい箇所に電源
表示を行う事業者がいるが、誤認を招きかねず問題ではないか。

「再エネ」メニュー等の表示内容に係る指摘

令和2年9月
第50回制度設計専門会合資料より抜粋
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非化石証書を使用しない場合の表示について考え方

 基本的な考え方として、小売電気事業者が、非化石証書を使用しないにも関わらず、あたかも
「再エネ」や「CO2ゼロエミッション」といった環境価値を有する電気であるとの印象を与えるよう
な表示・訴求を行うことは、需要家・消費者の誤認を招くものであり、問題となる行為と整理して
はどうか。

 具体的には、例えば、小売電気事業者が、水力電源由来の電気やFIT電気を調達した場合に、
非化石証書を使用していないにも関わらず、「水力100％メニュー」や「FIT電気100％メ
ニュー」等として販売し、環境価値を有する電気との印象を需要家・消費者に与えると考えられる
場合には、問題となる行為に該当することとしてはどうか。

令和2年12月
第52回制度設計専門会合資料より抜粋
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今後の進め方

 審議を踏まえ、制度設計専門会合から電力・ガス取引監視等委員会に対して以下の内容が報
告され、これを受けて同委員会は、経済産業大臣に小売営業GLの改定の建議を行った。

 これを踏まえ、パブコメ等の所定の手続を経た上で2020年度内での小売営業GLの改定を予定。

 非化石証書の制度の変更に伴い、小売電気事業者の再エネやCO2排出量といった訴求・表示につい
て小売営業GLの改定が必要となるが、その際、需要家・消費者への分かりやすさや誤認を招かないこと
等を考慮した内容とする重要である。この点を踏まえ、小売営業GLについて、以下の改定を行うべき。
・ 電源構成の開示だけでなく、非化石証書の使用状況についても情報開示するよう、それを望まし
い行為に追加。

・ 再エネ指定の非化石証書の使用により、FIT電気については、小売電気事業者が3要件を満たし
た上で再エネと表示することを認める。JEPX・化石電源等の電気については、電源構成や主な電
源種の表示を行うことを前提に実質再エネと表示することを認める※。

※ CO2ゼロエミッションの表示についても同様に整理。
・ 小売電気事業者が、非化石証書を使用しないにも関わらず、あたかも「再エネ」や「CO2ゼロエミッ
ション」といった環境価値を有する電気であるとの印象を与えるような表示・訴求を行うことは、需
要家・消費者の誤認を招くものであり問題となる行為と整理する。

・ 上記の改定を踏まえた電源構成表示・非化石証書使用状況の表示例を記載する。

令和2年12月
第52回制度設計専門会合資料より抜粋・一部修正



1.制度設計専門会合における非化石証書全体の環境価値の再整理に関
する内容

（参考）再整理に基づく小売営業GL上の表示例
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